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別紙 3（吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、 
重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容） 

 

1. 乙による自己株式消却および株式併合 

乙は、2022 年 8 月 26 日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式の消却を

実施しました。また、乙は、2022 年 8 月 26 日開催の取締役会決議及び 2022 年 9 月 5

日付臨時株主総会決議に基づき、以下のとおり株式併合を実施しました。 

 

（自己株式消却の内容） 

（1） 消却する株式の種類 普通株式 

（2） 消却する株式の総数 4,003,803 株（消却前発行済株式総数に対する割合 3.48％） 

（3） 消却日       2022 年 9 月 2 日 

（4） 自己株式消却実施後の発行済株式総数 110,996,197株（実施前115,000,000株） 

 

（株式併合の内容） 

（1） 併合の割合  当社株式 110,996,197 株を 100,000,000 株に併合する 

（2） 効力発生日  2022 年 9 月 20 日 

（3） 効力発生日における発行可能株式総数     400,000,000 株 

（4） 株主総会の決議があったものとみなされた日  2022 年 9 月 5 日 

 

以 上 

 





















































 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年３月期 

 

 

第１７６期  事業報告に係る附属明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凸 版 印 刷 株 式 会 社 

 



 

 

第 1 7 6 期 事 業 年 度（自 2021年４月１日 

 

至 2022 年３月 31 日）に関する附属明細書 

 

 

 

１.  会社役員の他の会社の業務執行者との兼務状況の明細 

 



（注）１．会社法施行規則第 128 条の事項に該当しないものは記載を省略しております。 

 

 

 



１．会社役員の他の会社の業務執行者との兼務状況の明細 

 

区 分 氏   名 兼 務 す る 他 の 会 社 名 兼 務 の 内 容 

 金 子  眞 吾 タ マ ポ リ ㈱  代 表 取 締 役 

 大久保 伸一 凸 版 警 備 保 障 ㈱  代 表 取 締 役 

  ㈱ ト ッ パ ン ホ ー ル  代表取締役社長 

  ㈱ 芸 術 造 形 研 究 所  代表取締役社長 

 黒 部  隆 ㈱トッパンフィナンシャルマネジメント  代表取締役社長 

 野 間  省 伸 ㈱ 講 談 社  代表取締役社長 

  ㈱ 武 蔵 カ ン ト リ ー 倶 楽 部  代表取締役社長 

 

 

 



   

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２２年３月期 

 

第１７６期  計 算 書 類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凸版印刷株式会社  

 



 
 

第176期事業年度（自 2021年４月１日 

 

至 2022年３月31日）に関する計算書類 

 

 

 

（１） 貸 借 対 照 表 

 

 

（２） 損 益 計 算 書 

 

 

（３） 株主資本等変動計算書 

 

 

（４） 個 別 注 記 表 

 



（１）貸 借 対 照 表 

(2022年３月31日現在) 
（単位 百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 653,266 流 動 負 債 431,203 

現 金 及 び 預 金 294,621 支 払 手 形 19,479 

受 取 手 形 10,408 電 子 記 録 債 務 74,166 

売 掛 金 及 び 契 約 資 産 216,398 買 掛 金 88,359 

電 子 記 録 債 権 31,097 関 係 会 社 短 期 借 入 金 114,366 

有 価 証 券 24,000   1 年内返済予定の長期借入金 6,000 

商 品 及 び 製 品 23,525   1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 40,000 

仕 掛 品 14,097   リ ー ス 債 務    62 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 7,438 未 払 金 26,031 

そ の 他 32,743 未 払 費 用 14,810 

貸 倒 引 当 金 △1,063 未 払 法 人 税 等 18,423 

  預 り 金 1,584 

  賞 与 引 当 金 7,950 

  役 員 賞 与 引 当 金 135 

  関 係 会 社 株 式 売 却 損 失 引 当 金 7,737 
   そ の 他 の 引 当 金 193 

   そ の 他 11,902 

固 定 資 産 1,116,058    

有形固定資産 280,889 固 定 負 債 233,860 

建 物 120,252 社 債 50,000 

構 築 物 2,471 
 

長 期 借 入 金 90,500 

機 械 及 び 装 置 60,700 リ ー ス 債 務 62 

車 両 運 搬 具 131 繰 延 税 金 負 債 70,737 

工具、器具及び備品 7,910 退 職 給 付 引 当 金 17,831 

土 地 78,752 そ の 他 の 引 当 金 3,076 

リ ー ス 資 産 106 そ の 他 1,653 

建 設 仮 勘 定 10,563   

  負 債 合 計 665,064 

    
無形固定資産 15,853 純 資 産 の 部 

特 許 権 7 株 主 資 本 924,943 

借 地 権 218 資 本 金 104,986 

ソ フ ト ウ エ ア 15,255 資本剰余金 117,741 

そ の 他 371 資 本 準 備 金 117,738 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 3 

  利益剰余金 727,532 

  利 益 準 備 金 17,514 

投資その他の資産 819,315 そ の 他 利 益 剰 余 金 710,017 

投 資 有 価 証 券 399,558 固定資産圧縮積立金 7,373 

関 係 会 社 株 式 408,282 投資促進税制積立金 164 

出 資 金 8 別 途 積 立 金 400,200 

関係会社長期貸付金 7,423 繰 越 利 益 剰 余 金 302,278 

前 払 年 金 費 用 1,692   

そ の 他 6,425 自 己 株 式 △25,316 

貸 倒 引 当 金 △4,076 評価・換算差額等 179,316 
   その他有価証券評価差額金 179,423 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △107 
    

   純資産合計 1,104,260 
    
資 産 合 計 
 

1,769,325 
 

負債・純資産合計 1,769,325 



（２）損 益 計 算 書 

2021年４月１日から 

2022年３月31日まで 

（単位 百万円） 

売 上 高  823,702 

売 上 原 価  699,088 

   

売 上 総 利 益  124,614 

   

販売費及び一般管理費  118,169 

   

営 業 利 益  6,444 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 257  

受 取 配 当 金 37,075  

設 備 賃 貸 料 2,690  

そ の 他 5,876 45,900 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 2,048  

解 体 撤 去 費 用 1,266  

そ の 他 1,309 4,624 

   

経 常 利 益  47,719 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,012  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 108,388  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 846  

特 別 退 職 金 戻 入 額 18 110,265 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 1,273  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 720  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 431  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 198  

関 係 会 社 株 式 売 却 損 失 引 当 金 繰 入 額 7,737  

減 損 損 失 1,294  

環 境 対 策 費 285  

特 別 退 職 金 12 11,954 

   

税 引 前 当 期 純 利 益  146,031 

法人税、住民税及び事業税 34,435  

法 人 税 等 調 整 額 △50 34,384 

   

当 期 純 利 益  111,646 

 

 

 



 

（３）株主資本等変動計算書 

2021年４月１日から 

2022年３月31日まで 

（単位 百万円） 

 株    主    資    本 

 

資

本

金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

 

自

己

株

式 

 

株

主

資

本

合

計 

資

本

準

備

金 

そ
の
他
資
本
剰
余
金 

資

本

剰

余

金

合

計 

利

益

準

備

金 

その他利益剰余金 

利

益

剰

余

金

合

計 

固
定
資
産
圧
縮
積
立
金 

投
資
促
進
税
制
積
立
金 

別

途

積

立

金 

繰

越

利

益

剰

余

金 

当期首残高 104,986 117,738 - 117,738 17,514 7,629 100 400,200 204,066 629,510 △9,735 842,499  

当期変動額             

 固定資産圧縮積立金の取崩      △255   255 -  - 

投資促進税制積立金の積立       95  △95 -  - 

投資促進税制積立金の取崩       △30  30 -  - 

 剰余金の配当         △13,625 △13,625  △13,625 

 当期純利益         111,646 111,646  111,646 

 自己株式の取得           △15,678 △15,678 

 自己株式の処分   3 3       98 101 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
            

当期変動額合計 - - 3 3 - △255 64 - 98,212 98,021 △15,580 82,443 

当期末残高 104,986 117,738 3 117,741 17,514 7,373 164 400,200 302,278 727,532 △25,316 924,943 

 

 
 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

繰 延 

ヘッジ損益 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 248,290 △176 248,114 1,090,613 

当期変動額     

 固定資産圧縮積立金の取崩    - 

 投資促進税制積立金の積立    - 

投資促進税制積立金の取崩    - 

 剰余金の配当    △13,625 

 当期純利益    111,646 

 自己株式の取得    △15,678 

 自己株式の処分    101 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△68,866 69 △68,797 △68,797 

当期変動額合計 △68,866 69 △68,797 13,646 

当期末残高 179,423 △107 179,316 1,104,260 



（４）個別注記表 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券…償却原価法（定額法） 
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 
その他有価証券 
①市場価格のない株式等以外のもの 

…時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算出しております。） 

②市場価格のない株式等 
…移動平均法による原価法 

③投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの） 

…組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 
２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

……時価法 
 
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品及び仕掛品……個別法による原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

原 材 料……移動平均法による原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

貯 蔵 品……最終仕入原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 
４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 
（リース資産を除く）…… 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物……………………８～50年 
機械及び装置…………２～10年 

 
無形固定資産 
（リース資産を除く）…… 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。 

 
リ ー ス 資 産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。 

 
５．繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費……支出時に全額費用として処理しております。 
 

６．引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金…… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計
上しております。 

役員賞与引当金…… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しております。 

 



 

退職給付引当金…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。 
1.退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
2.数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数(確定給付企業年金制度については１年、退職一時金制
度については13年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理することとしております。 

 
関係会社株式売却損失引当金 

……関係会社株式の売却に伴う損失に備えるため、当該損失見込額に基づき計
上しております。 

 
７． 重要な収益及び費用の計上基準 

（1）製品及び商品の販売に係る収益認識 
国内販売においては主に顧客に製品又は商品が到着した時に、輸出販売においては主にイン
コタームズ等で定められた貿易条件に基づき支配が顧客に移転した時に収益を認識しており
ます。 

（2）一定期間にわたって支配が移転する取引に係る収益認識 
ＢＰＯサービス、ソフトウェア・コンテンツの受注制作業務及びスペースデザイン・施工業
務等について、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、
財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を
認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、主に各報告期間の期末日までに
発生した実際原価が、予想される総原価の合計に占める割合に基づいて行っております。な
お、契約の初期段階等、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、
発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しておりま
す。 

（3）代理人取引に係る収益認識 
顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引（顧客に移転す
る財又はサービスの支配を獲得せず、これらの財又はサービスを手配するサービスのみを提
供している取引）については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で
収益を認識しております。 

（4）有償支給取引に係る収益認識 
有償支給した支給品の譲渡時に当該支給品の消滅を認識しております。なお、当該取引にお
いて支給品の譲渡に係る収益は認識しておりません。 

（5）有償受給取引に係る収益認識 
原材料等の仕入価格を控除した純額で収益を認識するとともに、当社に残存する当該支給品
について棚卸資産を認識しております。 

 
８．ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を適用しております。ただし、金利スワップについては特例処理の要件を満
たしている場合には特例処理を適用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘ ッ ジ 手 段              ヘ ッ ジ 対 象 
金 利 ス ワ ッ プ              社 債 及 び 借 入 金 

（3）ヘッジ方針 
当社の経理規程附属細則に定めている「金融商品リスク管理」及び「金融商品リスク管理ガ
イドライン」に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして有効性の判定を
行っております。ただし、金利スワップについては、特例処理の要件に該当すると判定され
る場合には、有効性の判定は省略しております。 

 

 



 
９．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（1）退職給付に係る会計処理 
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処
理の方法と異なっております。 

（2）消費税等の会計処理 
資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。 

 
Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 
 
１．収益認識に関する会計基準等の適用 
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによる従来の
収益認識方法からの主な変更点は以下のとおりです。 

 
（1）製品及び商品の販売に係る収益認識 

従来は、主に出荷時に収益を認識しておりましたが、国内販売においては主に顧客に製品又は商品が到着
した時に、輸出販売においては主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づき支配が顧客に移転した
時に収益を認識する方法に変更しております。 

 
（2）一定期間にわたって支配が移転する取引に係る収益認識 
ＢＰＯサービスや、ソフトウェア・コンテンツの受注制作業務等について、従来は、主に財・サービスの提

供終了時に収益を認識しておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する
場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識す
る方法に変更しております。また、スペースデザイン・施工業務等の工事契約に関して、従来は、工事の進捗
部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適
用しておりましたが、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサ
ービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更してお
ります。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、主に各報告期間の期末日までに発生した実際原価が、予想さ
れる総原価の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、契約の初期段階等、履行義務の充足に係る
進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基
準にて収益を認識しております。 

 
（3）代理人取引に係る収益認識 
一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客への

財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引（顧客に移転する財又はサービスの支配を
獲得せず、これらの財又はサービスを手配するサービスのみを提供している取引）については、顧客から受け
取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。 
 
（4）有償受給取引に係る収益認識 
従来は、原材料等の仕入価格を含めた対価の総額で収益を認識しておりましたが、原材料等の仕入価格を控

除した純額で収益を認識する方法に変更しております。 
 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準
第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益
の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書
き（1）に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変
更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に
加減しております。 
また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度より「売

掛金及び契約資産」に含めて表示しております。 
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高は17,980百

万円、売上原価は17,755百万円、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は224百万円、それぞれ減少し
ております。また、繰越利益剰余金の期首残高への影響はありません。 
当事業年度の１株当たり純資産額は46銭減少し、１株当たり当期純利益は46銭減少しております。 

 
 



 ２．時価の算定に関する会計基準等の適用 
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類に与える影響
はありません。 

 
 
Ⅲ 収益認識に関する注記 
 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報につきましては、連結注記表「Ⅲ 収益認
識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 
 
Ⅳ 重要な会計上の見積り 
 
(固定資産の減損損失の認識の要否) 
 (1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

有形固定資産 280,889百万円 無形固定資産 15,853百万円 
 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表「Ⅳ 重要な会計上の見積り」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。 

 

(退職給付債務及び退職給付費用) 

 (1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

退職給付引当金 17,831百万円 前払年金費用 1,692百万円 
 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

連結注記表「Ⅳ 重要な会計上の見積り」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。 

 

(関係会社株式の評価) 

 (1)当事業年度の計算書類に計上した金額 

関係会社株式 408,282百万円 

 (2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

市場価格のない株式等については、当該株式の発行会社の財政状態の悪化等により実質価額が著しく
低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、株式の評価損の計
上が必要となります。 

当社は、InterFlex Investment Holdings, Inc.の株式を16,226百万円で取得しており、非上場の子
会社に対する投資として、貸借対照表に関係会社株式として計上しております。また、当該株式の取
得価額決定に際しては、同社の事業計画に基づく将来キャッシュ・フローを割り引くことで見積られ
た株式価値等を参照しており、これには将来生ずると見込まれる超過収益力が反映されております。
そのため、当該株式の取得価額は、同社純資産に対する当社持分相当額を上回っておりますが、当事
業年度末における同社の株式価値に関する評価の合理性を検討することで、超過収益力が減少してお
らず、実質価額が著しく下落していないことを確認しております。具体的には、取得時の事業計画に
含まれる主要な仮定である売上高成長率をその実績値と比較すること等により、当該事業計画の合理
性を検討しております。 

当社は、株式の評価に使用した会計上の見積りに用いられている仮定は適切であると考えております
が、経営・市場環境の変化等により事業計画の重要な未達が発生し、又は将来の不確実性が増すこと
により、見積りに用いた主要な仮定の見直しが必要となる場合には、翌事業年度の計算書類において
認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 



Ⅴ 貸借対照表に関する注記 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額               656,296 百万円 
 

２．担保に供している資産 

関係会社株式  注                 10 百万円 

注 関係会社の銀行借入金3,004百万円を担保するため、物上保証に供しております。 

 

３．保証債務 
 

被保証者 保証金額 保証債務の内容 

   

P T . P l a s i n d o  L e s t a r i 

 

6,266百万円 関係会社の借入金に対する保証 

   
T o p p a n  L e e f u n g  P t e . L t d . 5,801百万円 〃 

   
InterFlex Investment Holdings, Inc. 5,507百万円 〃 

   
T o p p a n  I n t e r a m e r i c a  I n c . 1,958百万円 〃 

   
P.T.Indonesia Toppan Printing 1,962百万円 〃 

   
熊本城観光交流サービス株式会社 579百万円 〃 

   

上 海 凸 版 有 限 公 司 356百万円 〃 

   

T O P P A N ( T H A I L A N D )  C O . , L T D . 224百万円 〃 

   
株式会社ブルックマンテクノロジ 133百万円 〃 

   

G R A V I T Y  G R O U P  I N D .  L . L . C 118百万円 〃 

   

計 22,908百万円  
 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務 

関係会社に対する短期金銭債権           33,955  百万円 

関係会社に対する短期金銭債務           57,190  百万円 

 



Ⅵ 損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 

売 上 高                      43,845 百万円 

仕入高及び加工代等                     269,537 百万円 

営業取引以外の取引                      36,307 百万円 

 

Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記 
 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 

普 通 株 式               13,782  千株 

 

Ⅷ 税効果会計に関する注記 
 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

  繰延税金資産  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,570百万円 

賞与引当金 2,583百万円 

減価償却費損金算入限度超過額 366百万円 

退職給付引当金 8,254百万円 

減損損失 10,618百万円 

投資有価証券評価損 1,254百万円 

関係会社株式 14,395百万円 

その他 7,386百万円 

繰延税金資産小計 46,430百万円 

評価性引当額 △19,202百万円 

繰延税金資産合計 27,227百万円 

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △78,169百万円 

固定資産圧縮積立金 △3,244百万円 

退職給付信託返還有価証券 △14,457百万円 

前払年金費用 △492百万円 

その他 △1,600百万円 

繰延税金負債合計 △97,965百万円 

繰延税金負債の純額 △70,737百万円 

 
 
 
 



Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記 
 

１．子会社 

種 類 
会社等の

名称又は

氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権の所

有(被所有)
割合 

関連当事者

との関係 
取引の 
内容 

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

子会社 
タマポリ

株式会社 
東京都 
豊島区 

472 

百万円 

プラスチック

製品の製造・
販売 

所有 
直接 
64.20 

％ 

材料の仕入 

製品の販売 

資金の調達 

役員の兼任 

他 

資金の 
預かり 
注1 

980 

百万円 

関係会社 
短期 
借入金 

22,680 

百万円 

子会社 
図書印刷

株式会社 
東京都
北区 

13,898 

百万円 

出版・商業 
印刷物の 

製造・販売 

所有 

直接 
100.00 
％ 

材料の仕入 

製品の販売 

資金の調達 

役員の兼任 

他 

資金の 
預かり 
注1 

6,716 

百万円 

関係会社 
短期 
借入金 

19,021 

百万円 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

注1 資金の預かりはＣＭＳ(ｷｬｯｼｭﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｼｽﾃﾑ)による取引であり、取引金額は期中における増減額を記

載しております。金利については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。 

 

２．役員及び個人主要株主等 

種 類 
会社等の

名称又は

氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権の所

有(被所有)
割合 

関連当事者

との関係 
取引の 
内容 

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

役員が議決権

の過半数を 
所有している 

会社等 

株式会社

秤権社 
注1 

東京都 

文京区 
30 

百万円 
不動産管理業 ― 

不動産 
賃貸借 
契約貸主 

不動産 
賃貸借 
契約 
注2 

11 

百万円 
注3 

保証金 
敷金 

8 

百万円 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

注1 当社役員野間省伸が2022年３月31日現在、議決権の100.00％を保有しております。 

注2 一般的な市場価格を勘案し、取引価額を決定しております。 

注3 取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

Ⅹ １株当たり情報に関する注記 
 
１．１株当たり純資産額                     3,287円 24銭 

 
２．１株当たり当期純利益                     329円 15銭 

 

Ⅺ 重要な後発事象に関する注記 
 
（吸収分割及び子会社株式の売却） 
当社は 2021 年 11 月 10 日開催の取締役会において、新たに設立する完全子会社（以下、新設会社）に

対して、当社及び当社の完全子会社である株式会社トッパンエレクトロニクスプロダクツが営む半導体用フ
ォトマスク事業を吸収分割（簡易吸収分割）の方法で承継させたうえ、新設会社株式の 49.9％をインテグラ
ル株式会社が運用アドバイザーを務める投資ファンド（以下、インテグラル株式会社とあわせて「インテグ
ラル」）へ譲渡することを決議し、同日付で2022年4月1日を株式譲渡実行日とする株式譲渡契約をインテ
グラルと締結いたしました。また、新設会社として2021年12月13日に株式会社トッパンフォトマスクを設
立し、本吸収分割及び株式譲渡は2022年4月1日に完了しております。 
なお、当事業年度において、株式売却損失の見込額について特別損失（関係会社株式売却損失引当金繰入

額）を7,737百万円計上しております。 
 

Ⅻ その他の注記 
 

計算書類中の記載金額は、単位表示未満の端数を切り捨てて表示しております。 



 

 

 

 

 

 

 

２０２２年３月期 

 

 

第１７６期  計算書類に係る附属明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凸版印刷株式会社 

 



 

 

第 1 7 6 期 事 業 年 度（自 2021年４月１日 

 

至 2022 年３月 31 日）に関する附属明細書 

 

 

 

１.  有形固定資産及び無形固定資産の明細 

２.  引当金の明細 

３.  販売費及び一般管理費の明細 

 



（注）１.本附属明細書の百万円単位で記載している金額表示は、会社計算規則第 57 条

第１項の規定により単位表示未満の端数を切り捨てて表示しております。 

２．会社計算規則第 117 条の事項に該当しないものは記載を省略しております。 

 

 



１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

 

区 

分 

資産の種類 期    首 

帳簿価額 

当    期 

増 加 額 

当    期 

減 少 額 

当  期 

償却額 

期    末 

帳簿価額 

減価償却

累 計 額 

期    末 

取得原価 

有 
 
 
 
形 
 
 
 
固 
 
 
 
定 
 
 
 
資 
 
 
 
産 

        
  ※１ 

 
※３     

建 物         126,244 6,302 4,565 7,728 
 
120,252 
 

255,131 375,383 
    (617) 

 
    

        
構 築 物         2,602 187 64 254 

 
2,471 

 
14,761 

 
17,233 

    (26) 
 

    
        

機 械 及 び 装 置         66,595 9,014 796 14,112 60,700 355,007 415,708 
   (233) 

 
    

        
車 両 運 搬 具         113 68 

34 
 2 48 131 1,256 1,388 

   (1) 
) 

    
        

工具、器具及び備品 
 

7,086 2,868 75 1,968 7,910 29,741 37,651 
   (43)     
 
 

  ※４     
土 地         80,038 － 1,285 － 78,752 － 78,752 

   (6)     
        

リ ー ス 資 産          182 37 0 112 106 398 
 

504 
        
  ※２ ※５  

 
   

建 設 仮 勘 定 
 

5,751 18,777 13,965 － 10,563 － 10,563 
   (157)     

計 

 
288,615 37,255 

20,755 

(1,087) 
24,225 280,889 656,296 937,185 

無 

形 

固 

定 

資 

産 

        
特 許 権         6 2 － 1 7 

      
借 地 権         218 － － － 218 

      

ソ フ ト ウ エ ア        12,553 6,637 201  3,733 15,255 
   (5)   

そ の 他          376 － 0 
(0) 

4 371 

計 

 
13,154 6,640 

201 

(5) 
3,739 15,853 

(注) 当期の減損損失額は、「当期減少額」欄に含めて記載し、当該減損損失の 

金額を（ ）として記載しております。 

 

 

 

（単位  百万円） 



(注) 増減額の主な内容と金額 

※１ 建物の取得 川口工場厚生棟建築工事 1,272 百万円 

     

※２ 建設仮勘定の取得 新潟工場 FC-BGA 生産関連設備 4,350 百万円 

     

※３ 建物の減少 久居工場 G8CF 事業譲渡 3,408 百万円 

     

※４ 土地の減少 久居工場 G8CF 事業譲渡 1,272 百万円 

     

※５ 建設仮勘定の減少 川口工場厚生棟建築工事 1,275 百万円 



２．引当金の明細 

 （単位  百万円） 

区        分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

   ※１  

貸 倒 引 当 金 6,146 175 1,182 5,139 

     

賞 与 引 当 金 6,838 7,950 6,838 7,950 

     

役 員 賞 与 引 当 金 123 135 123 135 

  ※２     

退 職 給 付 引 当 金 14,634 3,661 464 17,831 

     

関係会社株式売却損失引当金 - 7,737 - 7,737 

     

そ の 他 の 引 当 金 4,979 205 1,915 3,269 

     
 
(注)※１ 貸倒引当金の当期減少額には、投資損失に関する当期減少額 1,078 百万円等が含

まれています。 

(注)※２ 退職給付引当金は退職一時金制度に係る退職給付引当金であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３．販売費及び一般管理費の明細 

（単位  百万円） 

科          目 金      額 摘          要 

運 賃 12,144  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  91  

役員報酬及び給料手当 37,430  

賞 与 引 当 金 繰 入 額 4,981  

退 職 給 付 費 用 1,928  

減 価 償 却 費 4,652  

研 究 開 発 費 16,363  

そ の 他 40,576  

計 118,169  

 



会計監査人監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
2022年5月20日

凸版印刷株式会社
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　小　林　礼　治
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　櫻　井　清　幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員　公認会計士　山　下　　　誠

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、凸版印刷株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第176期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計
算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役
及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表
明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監
査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発
生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業
的懐疑心を保持して以下を実施する。
• �不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査

手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
• ��計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に

応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
• �経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当

性を評価する。
• �経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した
監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

• �計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する
注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査
上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に
影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査役会監査報告書　謄本

監査報告書

　当監査役会は、2021年4月1日から2022年3月31日までの第176期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書
に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等
と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① �取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② �事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から
成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ �事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について
検討を加えました。

④ �会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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2．監査の結果

　（１）事業報告等の監査結果
① �事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② �取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ �内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ �事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年5月23日
　凸版印刷株式会社　監査役会

常任監査役　髙宮城　實　明 ㊞
常勤監査役　久保薗　　　到 ㊞
社外監査役　重　松　博　之 ㊞
社外監査役　垣　内　惠　子 ㊞
社外監査役　笠　間　治　雄 ㊞
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別紙 5（吸収分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、 
重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容） 

 

1. 自己株式の取得 

甲は、2022 年 2 月 9 日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式を取得し

ました。 

 

（1） 取得した株式の種類  普通株式 

（2） 取得した株式の総数  9,033,800 株 

（3） 株式取得価額の総額  19,999,934,600 円 

（4） 取得方法       市場買付け 

（5） 取得期間       2022 年 2 月 10 日から 2022 年 10 月 31 日まで 

（約定ベース） 

 

2. フォトマスク事業の会社分割による分社化 

甲は、2022 年 4 月 1 日に、甲の完全子会社として新たに設立したトッパンフォトマス

ク準備株式会社（以下、「新設会社」）に対して、甲及び甲の完全子会社である株式会社

トッパンエレクトロニクスプロダクツが営む半導体用フォトマスク事業を吸収分割の

方法で承継させたうえ、新設会社株式の 49.9％をインテグラル株式会社が運用アドバ

イザーを務める投資ファンドに譲渡いたしました。 

 

3. 保有する投資有価証券の一部を売却 

甲は、2022 年 9 月 2 日付取締役会決議に基づき、甲が保有する投資有価証券の一部を

売却することを決議し、投資有価証券売却益（特別利益）が発生しました。 

 

（1） 売却投資有価証券      当社保有の上場有価証券 1 銘柄 

（2） 投資有価証券売却益     434 億円 

（3） 投資有価証券売却益の発生日 2022 年 9 月 2 日 

 

4. 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分 

甲は、2022 年 6 月 29 日開催の取締役会の決議に基づき、下記のとおり自己株式の処分

を行いました。 

 

（1） 処分期日           2022 年 7 月 28 日 

（2） 処分する株式の種類及び数   甲の普通株式 41,763 株 

（3） 処分価額           1 株につき 2,328 円 

（4） 処分総額           97,224,264 円 

（5） 処分先及びその人数並びに処分株式の数  

当社の取締役（社外取締役を除く。）6 名 20,106 株 

当社の執行役員 12 名 21,657 株 

 

以 上 


